
２０２１年（令和３年）３月２６日 

 

法務省民事局参事官室  御中 

 

大阪弁護士会 

会 長  川 下   清 

 

 

「仲裁法等の改正に関する中間試案」に関する意見募集について 

 

去る２０２１年（令和３年）３月１９日に公示された、「仲裁法等の改正に関する中間試

案」に関する意見募集について、別紙のとおり当会の意見書を提出いたしますので、よろし

くお取り計らいください。 

 

以上 
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仲裁法等の改正に関する中間試案に対する意見書 

 

第１部 仲裁法の見直し 

 

第１ 暫定保全措置に関する規律 

１ 暫定保全措置の定義（類型） 

（１）仲裁法第 24 条第 1 項を、次のように改める。 

仲裁廷は、当事者間に別段の合意がない限り、その一方の申立てにより、いずれの

当事者に対しても、暫定措置又は保全措置を発することができる。 

（２）仲裁法第 24 条第 1 項に規定する暫定措置又は保全措置とは、仲裁判断があるまで

の間、仲裁廷が当事者に対して一時的に次の各号に掲げる措置を講ずることを命ず

るものをいう。 

① 仲裁手続に付された民事上の紛争の対象の現状を変更しない措置又はその現状

が変更されたときはこれを原状に回復する措置 

② 現に生じ若しくは急迫した損害若しくは仲裁手続の円滑な進行の妨害を防止す

る措置又はこれらの損害若しくは妨害を生じさせるおそれのある行為をやめる措

置 

③ 仲裁判断を実現するために必要な財産を保全する措置 

④ 仲裁手続に付された民事上の紛争の解決のために必要な証拠を保全する措置 

【意見】賛成する。 

 

２ 暫定保全措置の発令要件 

（１）前記１（２）①から③までの規定に基づく暫定措置又は保全措置の申立てをすると

きは、次の各号に掲げる事項を証明しなければならない。 

① 申立人に生ずる著しい損害を避けるため当該暫定措置又は保全措置を必要とす

ること。 

② 本案について理由があるとみえること。 

（２）前記１（２）④の規定に基づく暫定措置又は保全措置の申立てについては、前記

（１）各号の規定は、適用しない。 

【意見】賛成する。 

 

３ 暫定保全措置の担保 

仲裁法第 24 条第 2 項を、次のように改める。 

仲裁廷は、暫定措置又は保全措置の申立てをした当事者に対し、前項の暫定措置又

は保全措置を発するについて、相当な担保を提供すべきことを命ずることができる。 

【意見】賛成する。 
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４ 予備保全命令 

予備備保全命令については、特に規律を設けないものとする。 

【意見】賛成する。 

 

５ 暫定保全措置の変更等 

仲裁廷は、当事者の申立てにより、仲裁法第 24 条第 1 項の規定により発した暫定

措置又は保全措置を取り消し、変更し又はその効力を停止することができる。ただ

し、仲裁廷は、特別の事情があると認めるときは、当事者にあらかじめ通知した上

で、職権で、暫定措置又は保全措置を取り消し、変更し又はその効力を停止すること

ができる。 

【意見】賛成する。 

 

６ 事情変更の開示 

仲裁廷は、いずれの当事者に対しても、暫定措置若しくは保全措置又はその申立て

の基礎となった事実に係る重要な変更について、その速やかな開示を求めることが

できる。 

【意見】賛成する。 

 

７ 暫定保全措置に係る費用及び損害 

（１）暫定措置又は保全措置をした後において、その要件を欠くことが判明したときは、

仲裁廷は、いつでも、暫定措置又は保全措置の申立てをした当事者に対し、当該措置

によって他の当事者に生じた全ての費用及び損害の賠償を命ずることができる。 

（２）前記（１）の命令は、仲裁判断としての効力を有する。 

【意見】賛成する。 

 

８ 暫定保全措置の承認及び執行 

（１）ア 暫定措置又は保全措置（仲裁地が日本国内にあるかどうかを問わない。以下、

この（１）及び（２）において同じ。）は、その効力を有する。ただし、当該暫

定措置又は保全措置に基づく民事執行をするには、後記（２）による執行決定が

なければならない。 

イ 前記アの規定は、次に掲げる事由のいずれかがある場合（①から⑧までに掲げ

る事由にあっては、当事者のいずれかが当該事由の存在を証明した場合に限

る。）には、適用しない。 

① 仲裁合意が、当事者の行為能力の制限により、その効力を有しないこと。 

② 仲裁合意が、当事者が合意により仲裁合意に適用すべきものとして指定し
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た法令（当該指定がないときは、仲裁地が属する国の法令）によれば、当事者

の行為能力の制限以外の事由により、その効力を有しないこと。 

③ 当事者が、仲裁人の選任手続又は仲裁手続（暫定措置又は保全措置に関する

部分に限る。以下④及び⑥において同じ。）において、仲裁地が属する国の法

令の規定（その法令の公の秩序に関しない規定に関する事項について当事者

間に合意があるときは、当該合意）により必要とされる通知を受けなかったこ

と。 

④ 当事者が、仲裁手続において防御することが不可能であったこと。 

⑤ 暫定措置又は保全措置が、仲裁合意若しくは当事者間の別段の合意又は暫

定措置若しくは保全措置の申立ての範囲を超えて発せられたものであるこ

と。 

⑥ 仲裁廷の構成又は仲裁手続が、仲裁地が属する国の法令の規定（その法令の

公の秩序に関しない規定に関する事項について当事者間に合意があるとき

は、当該合意）に違反するものであったこと。 

⑦ 仲裁廷が暫定措置又は保全措置の申立てをした当事者に対して相当な担保

を提供すべきことを命じた場合において、その者が当該命令に違反したこと。 

⑧ 暫定措置又は保全措置が仲裁廷（仲裁地が属する国(当該暫定措置若しくは

保全措置に適用された法令が仲裁地が属する国以外の国の法令である場合に

あっては、当該国)の法令によりその権限を有する場合には、当該国の裁判所）

により取り消され、又はその効力を停止されたこと。 

⑨ 暫定措置又は保全措置が日本の法令によって執行することかできないもの

であること。（注） 

⑩ 仲裁手続における申立てが、日本の法令によれば、仲裁合意の対象とするこ

とができない紛争に関するものであること。 

⑪ 暫定措置又は保全措置の内容が、日本における公の秩序又は善良の風俗に

反すること。 

ウ 前記イ⑤に掲げる事由がある場合において、当該暫定措置又は保全措置から

同⑤に規定する事項に関する部分を区分することができるときは、当該部分及

び当該暫定措置又は保全措置のその他の部分をそれぞれ独立した暫定措置又は

保全措置とみなして、前記イの規定を適用する。 

（２）ア 暫定措置又は保全措置に基づいて民事執行をしようとする当事者は、債務者 

を被申立人として、裁判所に対し、執行決定（暫定措置又は保全措置に基づく 

民事執行を許す旨の決定をいう。）を求める申立てをすることができる。 

イ 前記アの申立てをするときは、暫定措置又は保全措置の命令書の写し、当該写

しの内容が暫定措置又は保全措置の命令書と同一であることを証明する文書及

び暫定措置又は保全措置の命令書（日本語で作成されたものを除く。）の日本語
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による翻訳文を提出しなければならない。ただし、裁判所は、相当と認めるとき

は、当事者の意見を聴いて、暫定措置又は保全措置の命令書の全部又は一部につ

いて日本語による翻訳文の提出を要しないものとすることができる。 

ウ 前記アの申立てを受けた裁判所は、暫定措置又は保全措置の取消し、変更又は

その効力の停止を求める申立てがあったことを知った場合において、必要があ

ると認めるときは、前記アの申立てに係る手続を中止することができる。この場

合において、裁判所は、前記アの申立てをした者の申立てにより、他の当事者に

対し、担保を立てるべきことを命ずることができる。 

エ 前記アの申立てに係る事件は、仲裁法第 5 条第 1 項の規定にかかわらず、同

項各号に掲げる裁判所並びに請求の目的又は差し押さえることができる債務者

の財産の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に専属する。 

オ 裁判所は、前記アの申立てに係る事件がその管轄に属する場合においても、相

当と認めるときは、申立てにより又は職権で、当該事件の全部又は一部を他の管

轄裁判所に移送することができる。 

カ 前記アの申立てに係る事件についての仲裁法第 5 条第 3 項又は前記オの規定

による決定に対しては、即時抗告をすることができる。 

キ 裁判所は、後記ク又はケの規定により前記アの申立てを却下する場合を除き、

執行決定をしなければならない。 

ク 裁判所は、前記アの申立てがあった場合において、前記（１）イ各号に掲げる

事由のいずれかがあると認める場合（同イ①から⑧までに掲げる事由にあって

は、被申立人が当該事由の存在を証明した場合に限る。）に限り、当該申立てを

却下することができる。 

ケ 前記（１）イ⑤に掲げる事由がある場合において、当該暫定措置又は保全措置

から同⑤に規定する事項に関する部分を区分することができるときは、当該部

分及び当該暫定措置又は保全措置のその他の部分をそれぞれ独立した暫定措置

又は保全措置とみなして、前記クの規定を適用する。 

コ 裁判所は、口頭弁論又は当事者双方が立ち会うことができる審尋の期日を経

なければ、前記アの申立てについての決定をすることができない。 

サ 前記アの申立てについての決定に対しては、即時抗告をすることができる。 

 

（注）本文８（１）イ①から⑪までの規律は、いずれも暫定保全措置が効力を有しないこ

ととなる事由で、かつ、執行決定の申立てを却下することができる事由として提案す

るものであるが、同⑨の規律については、執行決定の申立てを却下することができる

事由としてのみ定めるとの考え方もある。 

【意見】賛成する。 
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第２ 仲裁合意の書面性に関する規律 

１ 仲裁法第 13 条第 2項を、次のように改める。 

仲裁合意は、書面によってしなければならない。 

２ 仲裁法第 13 条第 3項として、次の規定を加える。 

仲裁合意は、その内容が何らかの方式で記録されているときは、仲裁合意が口頭、

行為又はその他の方法により締結されたとしても、書面によってされたものとする。 

【意見】賛成する。 

 

第３ 仲裁関係事件手続に関する規律 

１ 仲裁関係事件手続における管轄 

仲裁法第 5 条において、同条第 1 項及び第２項の規律に加え、次のような規律を

設ける。 

（１）仲裁地が日本国内にある場合において、第１項の規定による管轄裁判所が定まらな

いときは、最高裁判所規則で定める地を管轄する地方裁判所の管轄に専属する。 

（２）第 1 項に規定する事件について、同項第 3 号の規定によれば次の各号に掲げる裁

判所が管轄権を有する場合には、それぞれ当該各号に定める裁判所にも、その申立て

をすることができる。 

ア 東京高等裁判所、名古屋高等裁判所、仙台高等裁判所又は札幌高等裁判所の管

轄区域内に所在する地方裁判所（東京地方裁判所を除く。） 

東京地方裁判所 

イ 大阪高等裁判所、広島高等裁判所、福岡高等裁判所又は高松高等裁判所の管轄

区域内に所在する地方裁判所（大阪地方裁判所を除く。） 

大阪地方裁判所 

【意見】賛成する。 

【理由】適正化、迅速化の観点から、東京地裁と大阪地裁に競合管轄を認めることに賛成す

る。 

 

２ 仲裁関係事件手続における移送 

仲裁法第５条において、同条第 3 項の規律に加え、次のような規律を設ける。（注） 

裁判所は、この法律の規定により裁判所が行う手続に係る事件がその管轄に属する

場合においても、相当と認めるときは、申立てにより又は職権で、当該事件の全部又

は一部を第 2 項の規定により管轄権を有しないこととされた裁判所に移送すること

ができる。 

 

（注）この規律を新設する場合には、仲裁法第４４条第３項及び第４６条第５項を削るな

ど、所用の整備を行うことが考えられる。 
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【意見】賛成する。 

 

３ 仲裁関係事件手続における外国語資料の訳文添付の省略 

（１）仲裁法第 46 条第 2 項を、次のように改める。 

前項の申立てをするときは、仲裁判断書の写し、当該写しの内容が仲裁判断書と同

一であることを証明する文書及び仲裁判断書（日本語で作成されたものを除く。）の

日本語による翻訳文を提出しなければならない。ただし、裁判所は、相当と認めると

きは、当事者の意見を聴いて、仲裁判断書の全部又は一部について日本語による翻訳

文の提出を要しないものとすることができる。 

（２）外国語で作成された書証の訳文添付について、次の規定を設ける。 

裁判所は、外国語で作成された文書を提出して書証の申出がされた場合において

も、相当と認めるときは、当事者の意見を聴いて、その文書の訳文を添付することを

要しないものとすることができる。 

【意見】賛成する。 

 

第２部 調停による和解合意の執行決定等に関する規律の創設 

 

１ 定義 

この法律（注）において、「調停」とは、その手続の名称や実施の原因にかかわら

ず、当事者が、一定の法律関係（契約に基づくものであるかどうかを問わない。）に

関する民事上の紛争（当事者が和解をすることができるものに限る。）について、当

事者に対して紛争の解決を強制する権限を有しない一人又は二人以上の第三者（以

下「調停人」という。）の仲介により、和解による解決を試みる手続をいう。 

 

（注）調停による和解合意に執行力を付与することとする場合、その根拠となる法律を指

して「この法律」と記載しているものであり、法制について予断するものではない。 

【意見】賛成する。 

【理由】シンガポール条約参考条文が当事者間に「契約若しくはその他の法律関係から生じ

た紛争又はこれと関連する紛争」があることが前提となっていると考えられること、

国内法である民事調停法及び仲裁法の規程との整合性から、「一定の法律関係（契約

に基づくものであるかどうかを問わない。）に関する（既に生じている）民事上の紛

争」とする旨の規律を設けることに賛成する。 

なお、「調停人」の資格等は、当事者間の交渉力の格差が比較的小さく、弁護士を

代理人として選任することが多い国際商事調停に限る場合、執行力を付与すること

の正当化根拠（裁判所による執行決定の手続など）が確保されるのであれば、必ずし

もその対象を認証 ADR による和解合意に限るといったような規律や、調停人の適格
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性自体を規律する規定を設ける必要はないと考える。 

 

２ 適用範囲 

【甲案－国際性を有する和解合意のみを適用対象とする案】 

（１）この法律は、民事上の紛争の解決を目的とする調停において成立し、書面によって

された当事者間の合意（以下「和解合意」という。）について適用するものとする。

ただし、和解合意の成立の時において、次に掲げる事由のいずれかがあるときに限

る。 

① 当事者の全部又は一部が互いに異なる国に住所、事務所又は営業所を有すると

き。 

② 当事者の全部又は一部が住所、事務所又は営業所を有する国が、和解合意に基づ

く義務の重要な部分の履行地又は和解合意の対象である事項と最も密接な関係が

ある地と異なるとき。 

③ 当事者の全部又は一部が日本国外に住所又は主たる事務所若しくは営業所を有

するとき（当事者の全部又は一部の発行済株式（議決権のあるものに限る。）又は

出資の総数又は総額の百分の五十を超える数又は額の株式（議決権のあるものに

限る。）又は持分を有する者その他これと同等のものとして別途定める者が日本国

外に住所又は主たる事務所若しくは営業所を有するときを含む。）。 

④ 当該紛争に係る民事上の契約又は取引によって生ずる債権の成立及び効力につ

いて適用すべき法（当事者が合意により定めたものに限る。）が日本法以外の法で

あるとき。 

（２）前記（１）①及び②の適用において、当事者が二以上の事務所又は営業所を有する

ときの事務所又は営業所とは、和解合意の成立の時において、当事者によって知られ

ていたか又は予期されていた事情に照らして、和解合意によって解決された紛争と

最も密接な関係がある事務所又は営業所をいう。 

 

【乙案】―国際性を有する和解合意に限定せず、国内の事業も適用対象とする案】 

乙１案 

この法律は、民事上の紛争の解決を目的とする調停において成立し、書面によっ

てされた当事者間の合意（以下「和解合意」という。）について適用するものとす

る。 

乙２案 

甲案に、次の規定を加える。 

（３）この法律は、前記（１）の規定にかかわらず、認証紛争解決手続（裁判外紛争解決

手続の利用の促進に関する法律（平成 16 年法律第 151 号）第 2 条第 3 号に規定する

認証紛争解決手続をいう。）により成立した和解合意について適用する。（注） 
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（注）乙２案は、国際性を有しない和解合意につき、対象となる和解合意の範囲に一定の

制限を設ける規律を提案するものであり、その一例として、認証紛争解決手続により

成立した和解合意を対象とすることを記載しているが、その範囲について他の規律

を設けることを排除するものではない。 

【意見】乙２案（国際性を有する和解合意＋認証紛争解決手続による和解合意）に「複数の

役員を有し、その過半数が弁護士であることを要件とする調停機関が運営・手続遂行

に関与する調停手続による和解合意」を加えた案を提案する。 

【理由】国際商事調停の和解合意に執行力を付与することには必要性があり、かつ、弊害が

少ないことから、国際的な性質を有する和解合意に執行力を付与することに賛成す

る。 

国際性を有しない調停による和解合意について、執行証書や即決和解等によらず

に、和解内容の実現確保のために執行力を付与することは、調停による紛争解決の実

効性や利用価値を高め、国内における調停の活性化に資するものであるが、他方その

範囲を無限定に広げると、和解内容の実体的・手続的正当性が担保されない和解合意

も含まれ、弊害が生じるおそれがあるため、どのような和解合意に執行力を付与する

か検討を要する。 

この観点から、認証紛争解決機関による調停手続によれば、実体的・手続的正当性

が確保されるため、認証紛争解決機関による和解合意に執行力を付与することを認

めることに賛成する。 

さらにこれに加えて、当会は、「複数の役員を有し、その過半数が弁護士であるこ

とを要件とする調停機関の運営・手続遂行に関与する調停手続による和解合意」を加

えることを提案する。このような調停機関（例えば弁護士会が運営する紛争解決機関

等）による和解合意は、認証紛争解決手続による和解合意と同等の実体的・手続的正

当性が担保され、弊害がないと考えられるからである。 

 

３ 一定の紛争の適用除外 

この法律は、次に掲げる紛争に関する調停により成立した和解合意については適

用しない。（注１） 

① 消費者（消費者契約法（平成 12 年法律第 61 号）第 2 条第 1 項に規定する消費

者をいう。）と事業者（同条第 2 項に規定する事業者をいう。）との間の契約に関す

る民事上の紛争（注２） 

② 個別労働関係紛争（個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成 13 年法

律第 112 号）第 1 条に規定する個別労働関係紛争をいう。） 

③ 人事に関する紛争その他家庭に関する紛争（注３） 
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（注１）本文３は、前記本文２においていずれの案を採用したとしても、①ないし③に掲

げた紛争に関する調停により成立した和解合意について、一律に適用除外とする

ものであるが、乙案を採用した場合には、①又は③に掲げた紛争について、国際性

の有無により異なる規律を設けるとの考え方もある。 

（注２）消費者紛争に関する和解合意につき、一定の範囲又は要件の下、執行力を付与す

る対象とすることについて、引き続き検討する。 

（注３）家事紛争に関する和解合意につき、とりわけ扶養義務等の履行確保の観点から、

一定の範囲又は要件の下、執行力を付与する対象とすることについて、引き続き検

討する。 

【意見】賛成する。 

 

４ 和解合意に基づく民事執行の合意 

この法律は、和解合意の当事者が当該和解合意に基づいて民事執行をすることが

できる旨の合意をした場合に限り、当該和解合意について適用するものとする。 

【意見】賛成する。 

【理由】当事者の意思表示の方法を、和解合意に強制執行に服する旨の陳述を記載する方法

に限定するべきではない。 

 

５ 一定の和解合意の適用除外 

この法律は、次に掲げる和解合意には適用しないものとする。 

① 裁判所により認可され又は裁判所の手続において成立した和解合意であって、

その裁判所の属する国でこれに基づいて強制執行をすることができるもの。 

② 仲裁判断としての効力を有する和解合意であって、これに基づいて強制執行を

することができるもの。 

【意見】賛成する。 

 

６ 書面によってされた和解合意 

（１）和解合意は、その内容が何らかの方式で記録されているときは、書面によってされ

たものとする。 

（２）和解合意がその内容を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。）によってされたときは、その和解合意は、

書面によってされたものとする。 

（３）電磁的記録については、当事者又は調停人の同一性を確認し、当該電磁的記録に含

まれる情報に関する当事者又は調停人の意思を明らかにする方法が使用されてお

り、かつ、その方法が、関連する合意を含むあらゆる事情に照らして、当該電磁的記
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録の作成又は伝達のために適切であると信頼することのできるものであるか又は上

記の機能を事実上満たすと認められるときに、当該和解合意は当事者又は調停人に

よって署名されたものとする。 

【意見】賛成する。 

 

７ 和解合意の執行決定 

（１）和解合意に基づいて民事執行をしようとする当事者は、債務者を被申立人として、

裁判所に対し、執行決定（和解合意に基づく民事執行を許す旨の決定をいう。）を求

める申立てをすることができる。 

（２）前記（１）の申立てをするときは、当事者全員により署名された和解合意、当該和

解合意が調停により成立したものであることを証明するもの（当該和解合意におけ

る調停人の署名、調停人が署名した証明書、調停を実施した機関による証明書その他

裁判所が相当と認めるものをいう。）及び和解合意（日本語で作成されたものを除

く。）の日本語による翻訳文を提出しなければならない。（注１） 

（３）前記（１）の申立てを受けた裁判所は、当該和解合意に関する他の申立てが他の裁

判所、仲裁廷又はその他の権限ある機関に対してもされており、それが前記（１）の

申立てに影響を及ぼし得る場合において、必要があると認めるときは、前記（１）の

申立てに係る手続を中止することができる。この場合において、裁判所は、前記（１）

の申立てをした者の申立てにより、他の当事者に対し、担保を立てるべきことを命ず

ることができる。 

（４）前記（１）の申立てに係る事件は、次に掲げる裁判所の管轄に専属する。（注２） 

① 当事者が合意により定めた地方裁判所 

② 当該事件の被申立人の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所 

③ 請求の目的又は差し押さえることができる債務者の財産の所在地を管轄する地

方裁判所 

（５）前記（４）の規定により二以上の裁判所が管轄権を有するときは、先に申立てがあ

った裁判所が管轄する。 

（６）裁判所は、前記（１）の申立てに係る事件の全部又は一部がその管轄に属しないと

認めるときは、申立てにより又は職権で、これを管轄裁判所に移送しなければならな

い。 

（７）裁判所は、前記（１）の申立てに係る事件がその管轄に属する場合においても、相

当と認めるときは、申立により又は職権で、当該事件の全部又は一部を他の管轄裁判

所に移送することができる。 

（８）前記（１）の申立てに係る事件についての前記（６）又は前記（７）の規定による

決定に対しては、即時抗告をすることができる。 

（９）裁判所は、後記８の規定により前記（１）の申立てを却下する場合を除き、執行決



11 
 

定をしなければならない。 

（１０）裁判所は、口頭弁論又は当事者双方が立ち会うことができる審尋の期日を経なけ

れば、前記（１）の申立てについての決定をすることができない。 

（１１）前記（１）の申立てについての決定に対しては、即時抗告をすることができる。 

 

（注１）一定の要件の下、訳文添付の省略を認めるとの規律を設けるとの考え方もある。 

（注２）「国際性」を有する和解合意に基づく執行決定の申立てについて、特別な管轄規

律を設けるとの考え方もある。 

【意見】賛成する。 

 

８ 和解合意の執行拒否事由 

裁判所は、前記７（１）の申立てがあった場合において、次に掲げる事由のいずれ

かがある場合（①から⑨までに掲げる事由にあっては、被申立人が当該事由の存在を

証明した場合に限る。）に限り、当該申立てを却下することができる。 

① 和解合意が、当事者の行為能力の制限により、その効力を有しないこと。 

② 和解合意が、当事者が合意により和解合意に適用すべきものとして有効に指定

した法令（当該指定がないときは、裁判所が和解合意について適用すべきものと判

断する法令）によれば、当事者の行為能力の制限以外の事由により、無効である

か、失効しているか、又は履行不能であること。 

③ 和解合意が、それ自体の文言によれば、拘束力がないか、又は終局性がないこ

と。 

④ 和解合意が、事後的に変更されたこと。 

⑤ 和解合意に基づく義務が履行されたこと。 

⑥ 和解合意に基づく義務が明確でないか、又は理解することができないこと。 

⑦ 和解合意に基づく民事執行が当該和解合意の文言に反すること。 

⑧ 調停人に、調停人又は調停に適用される規範に対する重大な違反があり、当該違

反がなければ当事者が当該和解合意をするに至らなかったこと。 

⑨ 調停人が、調停人の公正性又は独立性に疑いを生じさせるおそれのある事実を

当事者に開示せず、当該不開示による重大又は不当な影響がなければ当事者が当

該和解合意をするに至らなかったこと。 

⑩ 和解合意に基づく民事執行が、日本における公の秩序又は善良の風俗に反する

こと。 

⑪ 和解合意の対象である事項が、日本の法令によれば、和解合意の対象とすること

ができない紛争に関するものであること。 

【意見】賛成する。 
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９ 和解合意の援用 

和解合意の援用については、特に規律を設けないものとする。 

【意見】賛成する。 

 

第３部 民事調停事件の管轄に関する規律の見直し 

 

民事調停事件の管轄に関し、次の規律を設ける（注）。 

知的財産の紛争に関する調停事件は、第 3 条に規定する裁判所のほか、同条の規定（管

轄の合意に関する規定を除く。）により次の各号に掲げる裁判所が管轄権を有する場合に

は、それぞれ当該各号に定める裁判所の管轄とする。 

（１）東京高等裁判所、名古屋高等裁判所、仙台高等裁判所又は札幌高等裁判所の管轄区

域内に所在する簡易裁判所 

東京地方裁判所 

（２）大阪高等裁判所、広島高等裁判所、福岡高等裁判所又は高松高等裁判所の管轄区域

内に所在する簡易裁判所 

大阪地方裁判所 

 

（注）知的財産の紛争以外の紛争に関する調停事件の管轄については、引き続き検討す

る。例えば、専門的な知見を要する（専門的な知識経験が必要とされる）事件を処理

するために特に必要があると認められるときは、東京地方裁判所又は大阪地方裁判

所に事件を移送することができるとの規律や、東京地方裁判所又は大阪地方裁判所

において事件を自ら処理することができるとの規律を設けるとの考え方がある。 

【意見】賛成する。 

 

以上 


